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日本及び諸外国の実効炭素価格

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第13回）」（令和３年３月２日）資料より抜粋。

■ OECDによれば、日本及び諸外国の実効炭素価格（排出枠価格、炭素税、エネルギー税の合計)
(全部門）は以下のとおり。日本の実効炭素価格は30EUR/tCO2である。

ＥＵ加盟国



地球温暖化対策のための税

注 総務省「地方財政審議会」（平成28年３月28日）資料、環境省資料より作成。



日本のエネルギー課税の課税段階

注１ 東京都主税局委託調査「平成29年度炭素税導入及び引上げプロセスにおける課題と解決手法に関する国際比較調査・分析委託」より作成。
２ 航空機燃料税の税率は令和４年３月31日まで18,000円/kl。



エネルギー対策特別会計

注１ 令和２年度東京都税制調査会第２回小委員会資料、環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第15回）」（令和３年５月７日）等より作成。
２ 平年度（平成28年度以降）の税収見込額。

：７,３２７億円



ＥＵ-ＥＴＳ（第４フェーズ）の概要

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第14回）」（令和３年４月２日）より抜粋。



ＵＫ ＥＴＳの制度概要（第1フェーズ）

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第14回）」（令和３年４月２日）より抜粋。



米国カリフォルニア州排出量取引制度の概要

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第14回）」（令和３年４月２日）より抜粋。



埼玉県目標設定型排出量取引制度の概要

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第14回）」（令和３年４月２日）より抜粋。



東京都温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度の概要

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第14回）」（令和３年４月２日）より抜粋。



キャップ＆トレード制度 第二計画期間の削減実績（東京都）

注 東京都環境局ホームページより作成。

令和元年度（2019年度）の対象事業所の排出量は、省エネ対策への継続取組や、低炭素電力・熱の利用等によって、
基準排出量※１から▲27％削減を達成し、第二計画期間の５年間で約2,190万トンの排出削減を実現。

■第二計画期間を通じて高い削減レベルを継続

■第二計画期間の義務達成の見込※３

※1 基準排出量は、事業所が選択した2002年度から2007年度までのいずれか連続する３か年度排出量の平均値（電気等の排出係数は第二期計画期間の値で算定）



全国（企業・事業所他部門）、都（産業・業務）及びキャップ＆トレード制度対象
事業所のエネルギー消費量等の経年変化の比較

注 東京都環境局ホームページより作成。

・本制度の対象事業所におけるCO₂排出量の経年変化※を、全国及び都内の産業業務部門のエネルギー消費量の経年変化と
比較すると、本制度の対象事業所は全国と比較し、継続的かつ大幅に削減している。

※ グラフ中のキャップ＆トレード制度の対象事業所CO2排出量は、

CO2排出係数を固定して算定しているため、当該排出量の推移は

対象事業所のエネルギー消費量の推移とほぼ同様となる。

【データの出典】
・全国最終エネルギー消費量：資源エネルギー庁
・都内最終エネルギー消費量：東京都
・都内大規模事業所のCO2排出量
（2005度から2009年度まで）：東京都



ＣＯ₂排出量推移

注１ 環境省、東京都、埼玉県、大阪府、愛知県ホームページより作成。
２ 2011年度以降一時的にＣＯ₂排出量が増加した要因としては、東日本大震災の影響等により、火力発電の増加によって、化石燃料消費量が増加したこと

等が挙げられる。

【日本全体】 【東京都・埼玉県・大阪府・愛知県】
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炭素税と排出量取引制度

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第７回）」（平成31年３月27日）資料より作成。

〇カーボンプライシングは、価格を固定する炭素税（価格アプローチ）と、
数量を固定する排出量取引制度（数量アプローチ）の２つに大別される。

〇経済理論上は、いずれの手法も同じ効果が得られるとされるが、実際的には
それぞれ特徴がある。主な特徴の違いは以下のとおり。



炭素国境調整措置の概要

注 経済産業省「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会」（令和３年２月17日）資料等より作成。

■ 気候変動対策が不十分な国からの輸入品に対し、水際で炭素課金を行うこと。さらに、追加的に
自国からの輸出に対して水際で炭素コスト分の還付を行う場合もある。



欧州委員会による炭素国境調整措置の提案①

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第17回）」（令和３年７月29日）より抜粋。



欧州委員会による炭素国境調整措置の提案②

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第17回）」（令和３年７月29日）より抜粋。



ＥＵの炭素国境調整措置に対する各国の反応

注１ 日本経済新聞 「米EU、国境炭素調整で協議へ 首脳会談で合意」（2021年６月16日）より引用。
２ FINANCIAL TIMES「EUの国境炭素税、ロシア企業に大打撃」（2021年５月18日）より引用。
３ 一般財団法人日本エネルギー経済研究所「国境炭素調整措置の最新動向の整理―欧州における動向を中心に―」（2021年２月17日）（経済産業省「世界全体

でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会」第１回資料２）より抜粋。
４ REUTERS「EU「国境炭素税」、貿易相手国の同意は得られるか」（2021年７月11日）より抜粋。

■ 米国（2021年６月）
欧州連合（ＥＵ）と米国は15日の首脳会談で、ＥＵが検討している国境炭素調整措置について米

EU間で協議していく ことで合意した。・・・首脳会談後に公表された声明には、米EUは企業など民間
部門が環境規制の緩い国に生産拠点を移す「カーボンリーケージ」のリスクに取り組むために緊密
に協力すると明記された。（注1）

■ ロシア（2021年４月）
ロシア外務省全欧州協力局のアルチョム・ブラトフ副局長は「我が国の貿易相手の中には気候変

動対策を経済的利益を得る手段として使う誘惑に勝てない国があるようだ」と先月開催されたセミナ
ーで発言した。（注２）

■ 中国（2021年１月）
中国の外交官は、「国境炭素調整が環境に良いのか、海外との通商関係によい関係を与えるの

か、全ての主要な利害関係者の間でより多くの協議と議論が必要」と牽制。 （注３）

■ オーストラリア（2021年７月）
オーストラリアのモリソン首相は、炭素税はいずれも「保護貿易主義が名前を替えたにすぎない」

と発言。 （注４）

■ インド（2020年11月）
WTOの貿易環境委員会でのグリーンディールに関するEUの発表に「国境炭素調整を含む炭素

課税について、グリーンディールの法的分析を実施する必要があり、WTOとの整合性を精査する
必要がある」と懸念を表明。 （注３）



「地球温暖化対策のための税」の将来像（令和元年度答申）

○ 諸外国と比較して日本の税率水準は極めて低い。人々の行動・投資を低炭素な
オプションに転換させるために、中長期的な税率の引上げ見通しとその道筋を示す
べき

○ 税収については、幅広い使途に活用できる仕組みとするべき。地方自治体の役
割を踏まえ、国と地方で税収を適切に配分するべき

過去の答申（地球温暖化対策のための税）



都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量（2019年度速報値）

注 東京都環境局「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量（2019年度速報値）」（令和３年６月）より作成。

エネルギー消費量

2019年度のエネルギー消費量は598PJ
※ J（ジュール）は熱量を表す単位で、1PJ（ペタジュール）=1015J

● 2000年度比では25.4％減少、前年度比では気温等の要因により1.5％の減少。
（2019年度の平均気温は2018年度に比べて、6～8月に約1.5℃低く、12月～2月に平年に約1.0℃高かった。）

● 部門別で見ると、以下のとおり。
産業・業務部門 2000年度比21%減少（前年度比3.2％減少）
家庭部門 2000年度比2.2%増加（前年度比1.5％増加）
運輸部門 2000年度比51%減少（前年度比2.2％減少）

● 都の最終エネルギー消費は2000年度頃にピークアウト。
（３か年移動平均では2001年度、５か年移動平均では2000年度）

温室効果ガス排出量

2019年度の温室効果ガス排出量は6,211万t-CO₂

● エネルギー起源CO₂は2000年度比8.0％減少、前年度比4.3％の減少であり、
温室効果ガス排出量全体では2000年度比0.2％減少、前年度比2.8%の減少。

● 内訳は、以下のとおり。
エネルギー起源CO₂ 2000年度比8.0％減少（前年度比4.3％減少）

産業・業務部門 2000年度比1.3％増加（前年度比6.1％減少）
家庭部門 2000年度比26%増加（前年度比2.1％減少）
運輸部門 2000年度比47%減少（前年度比2.5％減少）

廃棄物部門 2000年度比58％増加（前年度比5.1％増加）※プラスチック燃焼の増加による
その他温室効果ガス 2000年度比117％増加（前年度比7.6％増加）※HFC類の増加による

● 温室効果ガス排出量全体としては、エネルギー消費量の削減及び電力の二酸化炭素排出係数の改善効果により、
2012年度から減少傾向。



ＣＯ₂排出量の部門別構成比

注 東京都環境局ホームページより作成。

【国】ＣＯ₂排出量の部門別構成比

内円：2000年度（合計12.7億t-CO2）
中円：2010年度（合計12.2億t-CO2）
外円：2019年度（合計11.1億t-CO2）

【東京都】ＣＯ₂排出量の部門別構成比（総ＣＯ₂）

内円：2000年度（合計5,895万t-CO2）
中円：2010年度（合計5,812万t-CO2）
外円：2019年度（合計5,505万t-CO2）

（資料）独立行政法人 国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2019年度）確報値（電気・熱配分後）」より作成。



ソーラーパネル等を導入した場合の主な税制措置（概要）

注 財務省、国税庁、国土交通省、東京都主税局、一般社団法人 住宅性能評価・表示協会ホームページ等より作成。



新築住宅減額（平成２９年度答申）

〇 新築住宅減額は、「住宅建設の促進」を目的に創設され、通達による制度創設か
ら65年、法制化から53年が経過しており、適用期限が２年ごとに延長されている。

〇 一方、空き家総数は年々増加の一途を辿っており、平成25年度には約820万戸
にまで達した 。今後、人口減少が一段と進み、将来的には世帯数も減少に転じると
見込まれる中、新築を中心とした住宅供給が今後も続いていけば、住宅の需給
ギャップはますます広がっていくことが懸念される。

〇 こうした状況にあって、住宅政策の柱を「住宅の新築」から「中古住宅の流通」や
「既存住宅の活用」へとシフトさせていくことは不可欠であり、新築住宅減額につい
ても対象を重点化するなど大幅な見直しが必要である。

〇 新築住宅減額のように、国の政策に基づき地方税を一方的に減収させる特例措
置は、地方の自主性の観点からみて妥当でない。地元への定住促進策や人口減
少対策に重点を置く市町村が、それぞれ独自に減免措置を講ずる方法をとるべき
である。

過去の答申（新築住宅減額）


